（様式１）
分　譲　申　込　書

　公募のあった下記土地の分譲を申し込みます。

分譲対象物件
	土地の所在
	地目
	面積　(㎡)

	富津市富津字仲町１７１３番１
	宅地
	１，６８０．５５㎡　　

	富津市富津字仲町１７１５番５２
	雑種地
	６０．００㎡　　

	計
	１，７４０．５５㎡




令和　　年　　月　　日

千葉県企業局長　　　　　　　　　　様


　　　　申込人　　郵便番号
（代表者）　住　　所
氏名又は
　　　　　　　　　商号名称・代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　電話番号


　添付書類：法人（会社）概要書、事業計画書、印鑑証明書、誓約書

　（注）１　使用する印鑑は、印鑑証明書で登録された印鑑としてください。
　　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４判とします。

（様式２）
法　人　（会　社）　概　要　書

	項　　　　　目
	内　　　　　容

	会　　社　　名
	

	本店所在地
	

	代　　表　　者
	

	資　　本　　金
	
	設立年月日
	

	株式上場の有無
（上場場所）
	有・無
（　　　　　　　）
	主な取引銀行
	

	主たる業務
	







	事業実績
	















(添付書類）履歴事項全部証明書(商業登記簿謄本)、印鑑証明書、会社定款、会社経歴書(任意様式）
譲受人決定時に必要な書類：納税証明書、決算書（直近３か年のもの）


（様式３）
共　同　申　請　企　業　調　書

代表企業　名　　称
　　　　　所在地
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　担当部課・電話番号

構成企業　名　　称
　　　　　所在地
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　担当部課・電話番号

構成企業　名　　称
　　　　　所在地
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　担当部課・電話番号

構成企業　名　　称
　　　　　所在地
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　担当部課・電話番号

構成企業　名　　称
　　　　　所在地
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　担当部課・電話番号


　(注)　１　共同申請企業とは、土地を共同で譲り受ける企業をいいます。
　　　　２　全企業の法人（会社）概要書、履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）、印鑑証明書、会社定款、会社経歴書（任意様式）を添付してください。
　　　　３　共同申請に当たっては、目的、名称及び存続期間等について、構成員全員が約定した「共同申請企業に関する協定書」を提出してください。
　　　　４　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４判とします。

（様式４）
事　業　計　画　書

	土地の所在
	地目
	面積　(㎡)

	富津市富津字仲町１７１３番１
	宅地
	１，６８０．５５㎡　　

	富津市富津字仲町１７１５番５２
	雑種地
	６０．００㎡　　

	計
	１，７４０．５５㎡



１　事業内容


２　建物の構造


３　建物の面積
（１）建築面積　　　　　　　　　　平方メートル
（２）延床面積　　　　　　　　　　平方メートル


４　建設時期
（１）着　工　　　　令和　　年　　月
（２）竣　工　　　　令和　　年　　月


５　操業開始時期　　令和　　年　　月　


以下は、住宅等の場合に記載
６　販売予定区画数


７　１区画当たりの面積
　　　　　　　　平方メートル～　　　　　　　　平方メートル


（添付書類）配置図、平面図及び横断面図
譲受人決定時に必要な書類：計画概要書、工程表


　　（様式５）
見　積　書

令和　　年　　月　　日　

千葉県企業局長　　　　　　　　　　　　様

申込人　　住　　所
氏名又は
商号名称・代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印


　富津市富津字仲町１７１３番１外1筆分譲案内書に記載された事項を承諾の上、下記金額
をもって見積します。

記
	
	
	百
億
	拾
億
	
億
	千
万
	百
万
	拾
万
	
万
	
千
	
百
	
拾
	
円

	見 積 金 額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




見積物件
	土地の所在
	地目
	面積　(㎡)

	富津市富津字仲町１７１３番１
富津市富津字仲町１７１５番５２

	宅地
雑種地

	１，６８０．５５㎡
６０．００㎡
　　　計　　１，７４０．５５㎡




（注）１　使用する印鑑は、印鑑証明書に登録された印鑑とすること。
２　金額の数字は算用数字を用い、頭に「￥」の記号を記入すること。
　　　３　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４判とすること。


（様式６）
誓　　約　　書

私は、千葉県が千葉県暴力団排除条例（平成２３年条例第４号）に基づき、暴力団を利することとならないよう、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を県の事務等から排除していることを承知した上で、下記の者に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は申し立てません。
また、千葉県と分譲契約を締結するに際して、下記の者に該当しないことを確認するため、千葉県からの調査に協力し、千葉県警察本部に照会することについて承諾します。
記
１　当該対象物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとする者
２　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が暴力団員である者
３　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
４　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与している者
５　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者
６　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
７　前各号のいずれかに該当する者の依頼を受けて契約を行う者

　令和　　年　　月　　日

千葉県企業局長　　　　　　　　　　　様

住　　所
（ふりがな）
氏名又は商号名称
（ふりがな）
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式７）
（　　枚目／全　　枚）
役　員　等　名　簿
	商号又は名称（カナ）
	商号又は名称（漢字）
	氏名（カナ）
	氏名（漢字）
	生年月日
	性別
	住　　　　所
	役職

	
	
	
	
	元号
	年
	月
	日
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


注意：　法人である場合には、役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合には代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を記載すること。

現在における当法人（当団体）の役員等名簿に相違ありません。
　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　所在地	
　　　　　　　商号名称
                                及び代表者氏名


【役員等名簿記入例】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　枚目／全　　枚）
役　員　等　名　簿
	商号又は名称（カナ）
	商号又は名称（漢字）
	氏名（カナ）
	氏名（漢字）
	生年月日
	性
別
	住　　　　　所
	役職

	
	
	
	
	元号
	年
	月
	日
	
	
	

	ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ
	株式会社千葉
	ﾁﾊﾞ ﾀﾛｳ
	千葉　太郎
	S
	40
	1
	16
	男
	千葉県千葉市美浜区中瀬1-3
	代表取締役社長

	ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ
	株式会社千葉
	ｲﾁﾊﾗ ﾊﾅｺ
	市原　花子
	S
	51
	10
	5
	女
	東京都新宿区西新宿2-8-1
	取締役

	ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ
	株式会社千葉
	ﾅﾗｼﾉ ｶｽﾞｵ
	習志野　一男
	H
	1
	6
	27
	男
	神奈川県横浜市中区日本大通1
	取締役

	ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾁﾊﾞ
	株式会社千葉
	ﾔﾁﾖ ｼﾞﾛｳ
	八千代　二郎
	T
	14
	5
	1
	男
	埼玉県さいたま市浦和区高砂3-15-1
	取締役

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注意：　法人である場合には、役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合には代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を記載すること。

現在における当法人（当団体）の役員等名簿に相違ありません。
　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　商号名称
                                及び代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
